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ミャンマー連邦共和国ミャンマー連邦共和国

出所：外務省

・ ミャンマーは、インドシナ半島西部に位置し、北東に中国、

東にラオス、南東にタイ、西にバングラデシュ、北西に

インドと国境を接し、東はアンダマン海、ベンガル湾に面

した肥沃な国土（日本の1.8倍）を有し、農産物、水産物、

鉱物、原油、天然天然天然天然ガスガスガスガス、チーク材、翡翠などの資源に恵

まれたメコン地域最大の国です。

・ ミャンマーは、長らく軍事政権の統治下にありましたが、

2003年から始まった「民主化ロードマップの７つのステッ

プ」（2010年11月の総選挙、2011年3月の新政府誕生）を

経て、「ミャンマー連邦共和国」と国名を改め、新国家とし

て新たな一歩を確実に歩み始めています。

・ 欧米諸国は依然、経済制裁を解いておりませんが、

ASEAN諸国及び中国は経済関係の一層の強化を目的

に様々なアプローチを開始しています。

・ 多数の日系企業が集積しているタイ、１０億を超える人口

を有する中国、インドの二大市場に隣接する地理関係と、

優秀かつ低廉な労働力により、労働集約型産業の拠点

として注目されています。

天然資源の宝庫天然資源の宝庫
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ミャンマーの概要ミャンマーの概要

■■ 基礎基礎基礎基礎データデータデータデータ基礎基礎基礎基礎データデータデータデータ

ミャンマー連邦共和国
国名国名国名国名

（（（（英文英文英文英文））））

二院制連邦議会

上院：民族代表院－440人

下院：国民代表院－224人

議会議会議会議会

テイン・セイン大統領
国家元首国家元首国家元首国家元首

大統領制、共和制
政体政体政体政体

上座部仏教（90％）、キリスト教（4％）、

イスラム教徒（4％）、ヒンドゥー教（1％）、

アニミズム（1％）

宗教宗教宗教宗教

ビルマ語（公用語）、

少数民族語（シャン語、カレン語など）

言語言語言語言語

ビルマ族約70％、シャン族8.5％、

カレン族6.2％、ラカイン族4％、

華人3.6％、モン族2％、

インド人2％など。国内には135の民族が居住。

民族民族民族民族

ネピドー（Naypyidaw）

2006年10月にヤンゴンより遷都

首都首都首都首都

6242万人（2011年IMF推計値）
人口人口人口人口

約67万8500km2（日本の約1.8倍）
国土面積国土面積国土面積国土面積

Republic of the Union of Myanmar

■■ ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマーのののの略史略史略史略史ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマーのののの略史略史略史略史

ソー・ウィンSPDC第一書記が首相就任。2004年年年年

ASEAN加盟。SLORC解散⇒国家平和発展協議会（SPDC）設立。1997年年年年

ビルマ社会主義共和国成立（ネ・ウィン大統領）1974年年年年

総選挙でアウン・サン・スー・チー氏の国民民主同盟（NLD）が

勝利するも軍事政権（SLORC）が政権委譲を拒否。

1990年年年年

キン・ニョン首相が民主化への７段階のロードマップを発表。2003年年年年

民主化要求デモを国軍が鎮圧し、国家法秩序回復評議会

（SLORC）を設立の後、軍事政権が政権掌握。

1988～～～～
1989年年年年

ヤンゴンからネピドーへ遷都。2006年年年年

ミャンマー連邦共和国に改名。新憲法下での総選挙実施。

元軍人主体の連邦団結党（USDP）が圧勝。

2010年年年年

ビルマ連邦として独立（ウー・ヌー首相就任）1948年年年年

アウン・サン将軍暗殺。1947年年年年

軍事クーデター（ネ・ウィン将軍）により、以後ビルマ式社会主義

政策を開始。

1962年年年年

旧日本軍降伏、再び英領となる。1945年年年年

第三次英緬戦争に敗れ、英領インドに併合。1886年年年年

インドから独立し、英連邦自治領となる。1937年年年年

旧日本軍の後押しでアウン・サンを中心とした「三十人の志士」

がビルマ独立義勇軍を創設。

1941年年年年

ビルマ独立義勇軍が英軍を駆逐。1942年年年年

旧日本軍の後押しでバーモウを首相とするビルマ国建国。1943年年年年

ミャンマー（ビルマ）の略史西暦西暦西暦西暦

テイン・セイン大統領が就任。

SPDC解散⇒新政府に権限を委譲。

2011年年年年
4
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ミャンマー経済の概況ミャンマー経済の概況

■■ ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー経済基礎経済基礎経済基礎経済基礎データデータデータデータミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー経済基礎経済基礎経済基礎経済基礎データデータデータデータ

5.578

19,998

1,417

35,509

1,314

49,107

13,598

n.a.

8.2

741.7

5.4

45,380

61.2

2010201020102010

5.761

6,066

611

11,514

790

20,647

9,133

890

10.7

216.4

13.6

11,987

55.4

2005200520052005

5.388

985

908

24,874

1,006

37,028

12,154

n.a.

22.5

533.5

3.6

31,367

58.8

2008200820082008

5.519

330

1,412

22,837

966

41,289

18,452

n.a.

8.2

587.3

5.1

35,351

59.9

2009200920092009

5.476

158

920

11,339

737

16,697

5,358

774

3.8

194.6

13.6

10,567

54.3

2004200420042004

5.784

753

896

16,835

952

30,026

13,191

1,695

26.3

256.7

13.1

14,503

56.5

2006200620062006

5.560

205

1,335

18,419

1,021

35,297

16,878

n.a.

32.9

350.1

12.0

20,182

57.6

2007200720072007

-

4,635

1,564

35,391

1,270

37,319

1,928

6,000

4.2

831.9

5.5

51,925

62.4

2011201120112011※

6.076

91

1,579

13,398

716

14,119

721

681

24.9

196.6

13.8

10,467

53.2

2003200320032003

19,95517,131
百万チャット

輸出

52.251.1
百万人

総人口総人口総人口総人口

6,7786,478
百万米ドル

名目名目名目名目GDPGDPGDPGDP

6.573

87

1,392

14,910

522

5,045

542

58.1

129.9

12.0

2002200220022002

6.684

19

2,390

18,378

451

1247

454

34.5

129.2

11.3

2001200120012001

輸入

対日本対日本

対日本対日本対日本対日本対日本対日本対日本対日本

チャット/米ドル

百万米ドル

百万チャット

百万チャット

百万チャット

百万チャット

百万米ドル

％

米ドル

％

実質実質実質実質GDPGDPGDPGDP成長率成長率成長率成長率

為替相場為替相場為替相場為替相場（（（（期中平均期中平均期中平均期中平均））））

直接投資受入額直接投資受入額直接投資受入額直接投資受入額

貿易収支貿易収支貿易収支貿易収支

外貨準備高外貨準備高外貨準備高外貨準備高

CPICPICPICPI上昇率上昇率上昇率上昇率

一人当一人当一人当一人当たりたりたりたりGDPGDPGDPGDP

出所：アジア開発銀行、IIMFのデーターを基にブルーチップ・コンサルティングが作成。

※2011年貿易収支データは2011年4月～12月の９ヶ月データ。

・GDP（名目GDP）は１０年間で約８倍に成長 【65億米ドル⇒519億米ドル】。

・輸出は、天然天然天然天然ガスガスガスガスの採掘増加による輸出増加により貿易収支は黒字。

・CPI（消費者物価指数）は2009年以降は10％以下で下落基調。

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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ミャンマー及び近隣諸国との比較ミャンマー及び近隣諸国との比較 【【経済基礎データ経済基礎データ】】

514.70 514.70 514.70 514.70 *210,77310,77310,77310,7734,9864,9864,9864,986 *2278 278 278 278 *214,69614,69614,69614,6964,6444,6444,6444,644

海外直接投資受入額海外直接投資受入額海外直接投資受入額海外直接投資受入額海外直接投資受入額海外直接投資受入額海外直接投資受入額海外直接投資受入額

（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））

BBBBAAAA‐‐‐‐BBBBBBBBBBBB＋＋＋＋‐‐‐‐BBBBBBBB‐‐‐‐‐‐‐‐S&PS&PS&PS&PS&PS&PS&PS&P長期外債格付長期外債格付長期外債格付長期外債格付長期外債格付長期外債格付長期外債格付長期外債格付

■■ 東南東南東南東南アジアアジアアジアアジア各国各国各国各国東南東南東南東南アジアアジアアジアアジア各国各国各国各国 経済基礎経済基礎経済基礎経済基礎データデータデータデータ経済基礎経済基礎経済基礎経済基礎データデータデータデータ 比較表比較表比較表比較表比較表比較表比較表比較表

1,746 1,746 1,746 1,746 *2

n.an.an.an.a....

647647647647

3,270 3,270 3,270 3,270 *2

796 796 796 796 *2

△△△△591 591 591 591 *2

△△△△881 881 881 881 *2

995 995 995 995 *2

7.9 7.9 7.9 7.9 *2

ラ
オ
ス

ラ
オ
ス

ラ
オ
ス

ラ
オ
ス

ラ
オ
ス

ラ
オ
ス

ラ
オ
ス

ラ
オ
ス

9,9009,9009,9009,900

n.an.an.an.a....

6,2406,2406,2406,240

11,80011,80011,80011,800

7,9007,9007,9007,900

△△△△1,4001,4001,4001,400

△△△△200200200200

831.9831.9831.9831.9

5.5 5.5 5.5 5.5 *1

ミ
ャ
ン
マ
ー

ミ
ャ
ン
マ
ー

ミ
ャ
ン
マ
ー

ミ
ャ
ン
マ
ー

ミ
ャ
ン
マ
ー

ミ
ャ
ン
マ
ー

ミ
ャ
ン
マ
ー

ミ
ャ
ン
マ
ー

96969696,,,,906906906906

3.63.63.63.6

8,7858,7858,7858,785

50,30050,30050,30050,300

12,467 12,467 12,467 12,467 *2

△△△△600600600600

△△△△9,8449,8449,8449,844

1,3741,3741,3741,374

5.95.95.95.9

ベ
ト
ナ
ム

ベ
ト
ナ
ム

ベ
ト
ナ
ム

ベ
ト
ナ
ム

ベ
ト
ナ
ム

ベ
ト
ナ
ム

ベ
ト
ナ
ム

ベ
ト
ナ
ム

3,170 3,170 3,170 3,170 *284,06484,06484,06484,064100,561 100,561 100,561 100,561 *2対外債務残高対外債務残高対外債務残高対外債務残高（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））対外債務残高対外債務残高対外債務残高対外債務残高（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））

3,255 3,255 3,255 3,255 *2131,804131,804131,804131,804167,389167,389167,389167,389外貨準備高外貨準備高外貨準備高外貨準備高（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））外貨準備高外貨準備高外貨準備高外貨準備高（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））

△△△△491.00 491.00 491.00 491.00 *331,98531,98531,98531,98511,87011,87011,87011,870経常収支経常収支経常収支経常収支経常収支経常収支経常収支経常収支((((((((百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル))))))))

3,907 3,907 3,907 3,907 *2226,977226,977226,977226,977228228228228,,,,822822822822輸出額輸出額輸出額輸出額（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））輸出額輸出額輸出額輸出額（（（（百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル））））

失業率失業率失業率失業率（％）（％）（％）（％）失業率失業率失業率失業率（％）（％）（％）（％）

人口人口人口人口（（（（万人万人万人万人））））人口人口人口人口（（（（万人万人万人万人））））

貿易収支貿易収支貿易収支貿易収支貿易収支貿易収支貿易収支貿易収支((((((((百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル))))))))

１１１１人当人当人当人当りりりり１１１１人当人当人当人当りりりりGDP(GDP(GDP(GDP(GDP(GDP(GDP(GDP(米米米米ドルドルドルドル米米米米ドルドルドルドル))))))))

GDPGDPGDPGDPGDPGDPGDPGDP成長率成長率成長率成長率成長率成長率成長率成長率((((((((％％％％％％％％))))))))

項目項目項目項目項目項目項目項目////////国名国名国名国名国名国名国名国名

6.0 6.0 6.0 6.0 *35.15.15.15.10.10.10.10.1

814 814 814 814 *39,7009,7009,7009,7005555,,,,394394394394

△△△△1,541 1,541 1,541 1,541 *339,31939,31939,31939,31914,083 14,083 14,083 14,083 *2

1,4301,4301,4301,4302,7912,7912,7912,7916,9126,9126,9126,912

n.an.an.an.a....3.13.13.13.11.01.01.01.0４４４４ *2

カ
ン
ボ
ジ
ア

カ
ン
ボ
ジ
ア

カ
ン
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ジ
ア

カ
ン
ボ
ジ
ア
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ン
ボ
ジ
ア

カ
ン
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ア

カ
ン
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ジ
ア

カ
ン
ボ
ジ
ア

マ
レ
ー
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ア

マ
レ
ー
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

タ
イ

タ
イ

タ
イ

タ
イ

タ
イ

タ
イ

タ
イ

タ
イ

出所：IMF、外務省、各国政府発表のデータを基にブルーチップ・コンサルティングが作成。

備考：注記の無い数値は2011年数値、＊1：2011年予想値、＊2：2010年数値、＊3：2009年数値
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外国からの投資状況外国からの投資状況

■■ 分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数【【【【【【【【認可認可認可認可ベースベースベースベース認可認可認可認可ベースベースベースベース】】】】】】】】

【【【【【【【【19981998199819981998199819981998年年年年～～～～年年年年～～～～20122012201220122012201220122012年年年年年年年年33333333月月月月月月月月】】】】】】】】

0.1246その他その他

46.418,8735発電関係発電関係

33.913,815109

石油石油

//ガスガス

40,699

38

173

193

314

324

1,056

1,065

1,754

2,794

金額金額

467

2

7

3

16

25

19

45

164

66

件数件数

100.0

0.1

0.4

0.5

0.8

0.8

2.6

2.6

4.3

6.9

％％

運輸業運輸業

//通信業通信業

畜産業畜産業

//水産業水産業

不動産業不動産業

建設業建設業

合計合計

農業農業

工業団地工業団地

観光業観光業

//ホテルホテル

製造業製造業

鉱業鉱業

業種業種

■■ 個別投資件数個別投資件数個別投資件数個別投資件数個別投資件数個別投資件数個別投資件数個別投資件数【【【【【【【【認可認可認可認可ベースベースベースベース認可認可認可認可ベースベースベースベース】】】】】】】】

【【【【【【【【19981998199819981998199819981998年年年年～～～～年年年年～～～～20122012201220122012201220122012年年年年年年年年33333333月月月月月月月月】】】】】】】】

0.521624日本日本日本日本日本日本日本日本

1.667156その他その他

0.62395オランダオランダ

34.313,94934中国中国

23.59,56861タイタイ

40,699

241

244

262

469

1,027

1,804

2,760

2,941

6,308

金額金額

467

12

15

6

2

41

72

52

49

38

件数件数

100.0

0.6

0.6

0.6

1.2

2.5

4.4

6.8

7.1

15.5

％％

フランスフランス

マレーシアマレーシア

シンガポールシンガポール

インドネシアインドネシア

合計合計

アメリカアメリカ

インドインド

イギリスイギリス

韓国韓国

香港香港

国名国名

出所：IMF、外務省、各国政府発表のデータを基にブルーチップ・コンサルティングが作成。

備考：注記の無い数値は2011年数値、＊1：2011年予想値、＊2：2010年数値、＊3：2009年数値

■■■■■■■■ 分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数分野別投資件数【【【【【【【【認可認可認可認可ベースベースベースベース認可認可認可認可ベースベースベースベース】】】】】】】】

【【【【【【【【19981998199819981998199819981998年年年年～～～～年年年年～～～～20122012201220122012201220122012年年年年年年年年33333333月月月月月月月月】】】】】】】】

32.1683

観光業観光業

//ホテルホテル

26.76114製造業製造業

216

2

14

31

40

金額金額

24

2

3

1

1

件数件数

100.0

0.9

6.6

14.8

18.9

％％

その他その他

合計合計

畜産業畜産業

//水産業水産業

不動産業不動産業

石油石油

//ガスガス

国名国名

単位：百万米ドル

日本日本日本日本からのからのからのからの投資投資投資投資はははは日本日本日本日本からのからのからのからの投資投資投資投資はははは

19981998199819981998199819981998年年年年～～～～累計累計累計累計年年年年～～～～累計累計累計累計

２４２４２４２４件件件件２４２４２４２４件件件件////////２１６２１６２１６２１６百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル２１６２１６２１６２１６百万米百万米百万米百万米ドルドルドルドル

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.

日本日本日本日本からのからのからのからの直接投資直接投資直接投資直接投資日本日本日本日本からのからのからのからの直接投資直接投資直接投資直接投資
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ミャンマーのインフラストラクチャー状況ミャンマーのインフラストラクチャー状況 １．１．

■■■■■■■■ 電力電力電力電力電力電力電力電力

出所：ミャンマー電力省、電力公社、現地マスメディアのデータを基にブルーチップ・コンサルティングが作成。

・ミャンマーの電力は、２つの電力省により供給されている。

第1電力省は電力生産と水力発電事業の管理運営を、

第2電力省は発電と送電、販売を担っている。

主要発電所は、230kV、132kV、66kVの送電網、および変電所が

ある国内電力系統網に送電される。電力系統網は国の南部、

および中央をカバーし、国内全体の発電量の95％を占めているが、

需要に対する供給力が追いついていないのが現状であり、近年、

改善の傾向であるとは言え、停電および、不安定な電圧供給

状態が継続している。

・今後は、短期計画ではジェネラル・エレクトリック社や キャタピラー

社と協力し、長期計画ではヤンゴン市近郊に日本の電源開発

（J-Power）と共同で600メガワットの発電が可能な石炭発電所を４つ、

韓国のBKB社と協力し500メガワットの発電が可能な天然ガス発電

所を４つ建設する計画があり、電力事情は大幅に改善していく

見通し。

・一般的に、工場は自家発電装置を設置し、停電に対する対応を

完備している。

電力系統図電力系統図電力系統図電力系統図電力系統図電力系統図電力系統図電力系統図

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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ミャンマーのインフラストラクチャー状況ミャンマーのインフラストラクチャー状況 ２．２．

85858585

104104104104 105105105105 105105105105

102102102102

502502502502

214214214214

248248248248

367367367367

594594594594

605605605605

571571571571

464464464464

504504504504

552552552552

1.11.11.11.1
1.21.21.21.2

0.80.80.80.8

0.50.50.50.50.50.50.50.5

1.21.21.21.2

1.01.01.01.0

1.11.11.11.1

1.21.21.21.2

1.31.31.31.3

0000

100100100100

200200200200

300300300300

400400400400

500500500500

600600600600

700700700700

2006200620062006 2007200720072007 2008200820082008 2009200920092009 2010201020102010

0000

0.40.40.40.4

0.80.80.80.8

1.21.21.21.2

1.61.61.61.6

インターネット契約数 携帯電話契約数

固定電話契約数 携帯電話普及率

固定電話普及率

■■■■■■■■ 通信通信通信通信通信通信通信通信

出所：ITU統計データを基にブルーチップ・コンサルティングが作成。

・・・・携帯電話携帯電話携帯電話携帯電話

MPTがTDMA、CDMA、GSMなど多方式による

移動体通信サービスを提供後、急速に増加して

いるが、当局の電波計画割当と高額な加入権料

により普及率は1％程度。

MPTは2011年からの5年間で3,000万の携帯回線を

整備する計画で、初年度は400万回線増設予定とした。

近年は固定電話を持たない一般家庭に普及し始めて

いる。

・・・・固定電話固定電話固定電話固定電話

ミャンマー郵電公社（MPT）がサービスを提供。

固定電話の基盤整備が追いつかない状況で

あったが近年は改善の方向。

地域間の普及格差が大きく、ヤンゴン市と

マンダレーの普及率はそれぞれ6％、4％に

達しているのに対して、他地域では2％未満に

とどまっている。

・・・・インターネットインターネットインターネットインターネット、、、、国際国際国際国際ローミングローミングローミングローミング

MPTがTDMA、CDMA、GSMなど多方式による

移動体通信サービスを提供後、急速に増加して

いるが、当局の電波計画割当と高額な加入権料

により普及率は1％程度。

MPTは2011年からの5年間で3,000万の携帯

回線を整備する計画で、初年度は400万回線

増設予定とした。

近年は固定電話を持たない一般家庭に

普及し始めている。

件数
％

ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマーのののの通信契約数通信契約数通信契約数通信契約数とととと普及率普及率普及率普及率ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマーのののの通信契約数通信契約数通信契約数通信契約数とととと普及率普及率普及率普及率

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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ミャンマーのインフラストラクチャー状況ミャンマーのインフラストラクチャー状況 ３．３．

■■■■■■■■ 水道水道水道水道水道水道水道水道

・ヤンゴン、マンダレーなどの都市部では水道の整備がなされているが、水源の人口湖や

ため池での取水、滅菌、殺菌などが不徹底であるのと、水道管の老朽化などにより飲用には

適していない。

・ホテルなどの宿泊施設の多くは、地下水汲み上げによる給水方式が多いが、殺菌、滅菌の

いずれもが不十分であるので飲用には適していない。

・工業用水についても、地下水汲み上げによる 給水となる。

自前の工業用水、汚水処理施設を有している工業団地は、

日系企業の開発により、1998年にオープンした
「ミンガラドン工業団地」がある。

一般用産業用

水道料金水道料金水道料金水道料金水道料金水道料金水道料金水道料金

0.88米ドル/m3

77チャット/m3

外国企業外国企業外国企業外国企業

現地企業現地企業現地企業現地企業

0.44米ドル/m3

55チャット/m3

井戸井戸井戸井戸井戸井戸井戸井戸 ためためためため池池池池ためためためため池池池池

出所：現地データを基にブルーチップ・コンサルティングが作成。

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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・ヤンゴン～マンダレー間は主要幹線道路が整備されている。

ヤンゴン～ネピドー間（約320km）は片道３車線の高規格道路が整備され、4～5時間の所要時

間で移動が可能。

・一般道路の舗装率は低く、雨季において通行不能になる道路や、河川の氾濫や橋梁の重量制

限による通行止め、迂回が必要となるケースが多い。

・ベトナムのダナンからラオス、タイを経て、ミャンマーのミヤワディー

までを結ぶ東西回廊（約1,450km）の工事も進行中。

・中国の雲南省とマンダレーを結ぶ、アジアンハイウェイ構想も

計画されている。

ミャンマーのインフラストラクチャー状況ミャンマーのインフラストラクチャー状況 ４．４．

■■■■■■■■ 道路道路道路道路道路道路道路道路

アジアンハイウェイアジアンハイウェイアジアンハイウェイアジアンハイウェイ構想図構想図構想図構想図アジアンハイウェイアジアンハイウェイアジアンハイウェイアジアンハイウェイ構想図構想図構想図構想図

ヤンゴンヤンゴンヤンゴンヤンゴン～～～～ネピドーネピドーネピドーネピドー間間間間のののの高規格道路高規格道路高規格道路高規格道路ヤンゴンヤンゴンヤンゴンヤンゴン～～～～ネピドーネピドーネピドーネピドー間間間間のののの高規格道路高規格道路高規格道路高規格道路

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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物流網の整備が進むインドシナ半島物流網の整備が進むインドシナ半島

出所：アジア開発銀行、外務省の情報を基にブルーチップ・コンサルティングが作成。

東西経済回廊東西経済回廊東西経済回廊東西経済回廊、、、、南北回廊南北回廊南北回廊南北回廊、、、、南部経済回廊南部経済回廊南部経済回廊南部経済回廊東西経済回廊東西経済回廊東西経済回廊東西経済回廊、、、、南北回廊南北回廊南北回廊南北回廊、、、、南部経済回廊南部経済回廊南部経済回廊南部経済回廊

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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投資制度投資制度 特別経済特区法特別経済特区法 【【【【【【【【Special Economic ZoneSpecial Economic Zone】】】】】】】】

・外国事業の投資認可の際、国家主権の維持、保護および防衛

の為の枠組みに基づくこと。

・SEZの設立および運営により、国の経済発展を促進すること。

・国内の産業および最先端技術を発展させること。

・製品加工、貿易およびサービス産業を向上させること。

・国民への最先端技術の訓練、習得および移転を可能とすること。

・国民の雇用機会を創出すること。

・国内のインフラを整備すること。

目的目的目的目的目的目的目的目的

１．製品加工業、最先端技術生産業、工業、農業、養畜水産業、

鉱物産業、林産業など。

２．貿易、運輸・ロジスティクス、倉庫、ホテル・観光、教育・健康、

住宅関連、インフラ供給・支援センター、自然環境保護・保全

関連、リクレーション・リゾートセンターを含むサービス業。

３．道路、橋梁、空港、港湾、電気、通信、水道、環境保全、廃棄

物管理などインフラ事業。

４．その他、中央委員会が政府の承認を得て認可された事業。

SEZSEZSEZSEZ内内内内でのでのでのでの事業分野事業分野事業分野事業分野

■■■■■■■■ 特別経済特区法特別経済特区法特別経済特区法特別経済特区法特別経済特区法特別経済特区法特別経済特区法特別経済特区法【【【【【【【【Special Economic ZoneSpecial Economic ZoneSpecial Economic ZoneSpecial Economic ZoneSpecial Economic ZoneSpecial Economic ZoneSpecial Economic ZoneSpecial Economic Zone法法法法法法法法】】】】】】】】

・・・・所得税所得税所得税所得税

生産・サービス開始から5年間の輸出収益に対し免税。

2期目の5年間は輸出収益に対し50％減税。

3期目の5年間は輸出収益を再投資する場合、当該収益に対し

50％減免。

尚、免税および減税措置期間が終了した後、製品輸出額が総生

産額の50％（大規模投資事業）、60％（中規模投資事業）、70％

（小規模投資事業）を上回る場合に減税申請可能。

・・・・輸入関税輸入関税輸入関税輸入関税およびそのおよびそのおよびそのおよびその他諸税他諸税他諸税他諸税

輸出加工区に設立された輸出加工企業に関して、原材料、機械・

設備の免税。

投資事業に使用する機械設備や自動車は、事業開始から5年間

の免税、2期目5年間の50％減税。

・・・・商業税商業税商業税商業税

サービス業の場合、サービス開始時期から一定期間免税。

SEZ内で生産された輸出製品の商業および付加価値税の免税申

請可能。

・・・・SEZSEZSEZSEZ内内内内のののの土地使用権土地使用権土地使用権土地使用権

大規模投資事業：＋30年、＋15年【最長75年】

中規模投資事業：＋15年、＋15年【最長60年】

小規模投資事業：＋5年、＋5年【最長4０年】

・金融取引

銀行で外貨口座を開設し、外貨の受払い可能。

外資保険会社（含む合弁）の代理店による保険サービス提供。

SEZSEZSEZSEZSEZSEZSEZSEZ法法法法でのでのでのでのインセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ法法法法でのでのでのでのインセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ

SEZSEZSEZSEZSEZSEZSEZSEZ内内内内のののの事業事業事業事業はははは認可期間内認可期間内認可期間内認可期間内のののの非国有化非国有化非国有化非国有化をををを保障保障保障保障。。。。内内内内のののの事業事業事業事業はははは認可期間内認可期間内認可期間内認可期間内のののの非国有化非国有化非国有化非国有化をををを保障保障保障保障。。。。

最低最低最低最低30303030年間可能年間可能年間可能年間可能。。。。

出所：ミャンマー政府発表情報を基に

ブルーチップ・コンサルティングが作成。

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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金融事情金融事情 １１..

■■■■■■■■ 通貨通貨通貨通貨通貨通貨通貨通貨

・ミャンマーの通貨は、チャット（Kyat）

・外国通貨の場合、当該通貨の発行国による制限があり得る。

国内流通にも一定の制限あり。

・2011年11月より一部銀行でATMサービス開始。

・クレジットカードは一部のホテルでのみ利用可能。

・現状、ミャンマー進出外資企業は、資本金を投資認可の際 *1に

指定されるMTFB（Myanmar Foreign Trade Bank）、MICB（Myanmar 

Investment and Commercial Bnak ）のどちらかに口座開設が必要。

・開設口座は外貨口座（米ドル）であり、MICBではチャット口座も開設可能。

⇒ミャンマー国内法人、個人の外貨口座も開設可能。

・外貨口座への入金は、外貨預金の引き出し時 *2、

外国への送金時 *3に制限がある。

・米ドル建て取引には、米国財務省によるOFAC規制を被る。

⇒取引内容によっては米銀による決済拒絶、資金凍結がありうる。

・現地通貨建て借入は、不動産担保を有する。

・輸入LC開設は、100％の預金担保を有する。

■■■■■■■■ 銀行取引銀行取引銀行取引銀行取引銀行取引銀行取引銀行取引銀行取引

＊1：資本金送金時点では、会社未登録のため、ミャンマー現法の口座でなく、両行の別段預金宛の送金。

⇒会社登記手続後、口座開設必要書類を銀行へ提出。 ⇒ミャンマー現法の口座開設（別段預金から資金振替）

＊2：外国人個人口座の場合、出国のエビデンスを要する。法人外貨預金口座の現金引出には上限あり。

＊3：ロイヤリティー、配当金の送金など。

Myanmar Foreign Trade Bank Myanmar Foreign Trade Bank Myanmar Foreign Trade Bank Myanmar Foreign Trade Bank Myanmar Foreign Trade Bank Myanmar Foreign Trade Bank Myanmar Foreign Trade Bank Myanmar Foreign Trade Bank 
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金融事情金融事情 ２２..

■■■■■■■■ 外国為替外国為替外国為替外国為替レートレートレートレート外国為替外国為替外国為替外国為替レートレートレートレート

■■■■■■■■ 外国為替取扱銀行外国為替取扱銀行外国為替取扱銀行外国為替取扱銀行外国為替取扱銀行外国為替取扱銀行外国為替取扱銀行外国為替取扱銀行

・ミャンマーの民間銀行は、海外銀行との

コルレス契約等海外決済に必要なインフラ

が未整備であるため、外国為替業務の

ライセンス取得後も外国為替取扱業務を

行うことができなかったが、2012年2月より

一部の銀行がマレーシアの銀行との決済

サービスを開始し、その後、タイの銀行と

の決済サービスも開始。

国営Myanmar Investment and Commercial Bnak

外国為替専門銀行（国営）Myanma Economic Bank

備考備考備考備考備考備考備考備考銀行名銀行名銀行名銀行名銀行名銀行名銀行名銀行名

Myanmar Agriculture & Rural Development  Bank

Kanbawza Bnak Limited

Myanmar Oriental Bnak Limited

外国為替取扱認可銀行

両替業務認可取得銀行

（民間）

Myanmar Foreign Trade Bank

外貨兌換券（FEC）両替、

輸入関税算定時など

適用レート。

1111米米米米ドルドルドルドル

＝＝＝＝450450450450

チャットチャットチャットチャット

政府公認政府公認

レートレート

日常両替、輸出入など

通常の経済活動の

適用レート。

1111米米米米ドルドルドルドル

＝＝＝＝820820820820

チャットチャットチャットチャット

市場実勢市場実勢

レートレート

外国資本による国内への

外貨持込時、輸出入貿易

など外貨取引時の換算レート。

1111米米米米ドルドルドルドル

＝＝＝＝5555～～～～6666

チャットチャットチャットチャット

公定公定

レートレート

20122012201220122012201220122012年年年年年年年年44444444月月月月月月月月22222222日日日日日日日日よりよりよりより、、、、よりよりよりより、、、、

管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制へへへへ移行移行移行移行。。。。管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制へへへへ移行移行移行移行。。。。

※※１日の変動幅を一定範囲内に抑える。１日の変動幅を一定範囲内に抑える。

ミャンマー中央銀行で毎日、ミャンマー中央銀行で毎日、

Reference rateReference rateReference rateReference rate を発表。を発表。

※※ミャンマー中央銀行ミャンマー中央銀行http://http://www.cbm.gov.mmwww.cbm.gov.mm//

従来従来従来従来のののの為替為替為替為替レートレートレートレート＝＝＝＝従来従来従来従来のののの為替為替為替為替レートレートレートレート＝＝＝＝多重為替多重為替多重為替多重為替多重為替多重為替多重為替多重為替 管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制＝＝＝＝管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制管理変動相場制＝＝＝＝実勢実勢実勢実勢レートレートレートレート実勢実勢実勢実勢レートレートレートレート

公定公定公定公定レートレートレートレート公定公定公定公定レートレートレートレート

実勢実勢実勢実勢レートレートレートレート実勢実勢実勢実勢レートレートレートレート

がががが並存並存並存並存がががが並存並存並存並存
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金融事情金融事情 ３３..

ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー国債国債国債国債のののの金利金利金利金利ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー国債国債国債国債のののの金利金利金利金利 【【【【【【【【20122012201220122012201220122012年年年年年年年年55555555月月月月月月月月】】】】】】】】

8.758.758.758.75％％％％

２２２２年年年年２２２２年年年年

金利金利金利金利金利金利金利金利

期間期間期間期間期間期間期間期間

9.509.509.509.50％％％％9.00%9.00%9.00%9.00%

５５５５年年年年５５５５年年年年３３３３年年年年３３３３年年年年

生命保険：最低資本金60億チャット

損保生保兼営：最低資本金460億チャット

規制緩和規制緩和規制緩和規制緩和のののの概要概要概要概要

損害保険：最低資本金400億チャット
財務要件財務要件財務要件財務要件

資本金の10％は預金口座維持、30％については国債購入。
備考備考備考備考

自動車、火災、現金輸送、生命保険などの6分野
参入可能保険分野参入可能保険分野参入可能保険分野参入可能保険分野

■■■■■■■■ 保険市場保険市場保険市場保険市場保険市場保険市場保険市場保険市場

■■■■■■■■ 証券市場証券市場証券市場証券市場証券市場証券市場証券市場証券市場

・1996年に国営のミャンマー経済銀行と㈱大和総研により設立された

「ミャンマー証券取引センター（MSEC）」が政府認可済み。

・株式市場：2社がMSEC店頭で売買中。

・債権市場：2年、3年、5年国債を発行

・2015年までに「ヤンゴン」、「マンダレー」に証券取引所の設立を計画中。

※2012年5月29日、ミャンマー中央銀行と大和証券グループ（大和総研）および

東京証券取引所グループはミャンマーにおける証券取引所設立および

資本市場支援への協力に関する覚書を締結。

・国営のミャンマー保険公社がサービス展開中。

・2012年5月2日の規制緩和により、

民間会社（外資系を除く）も

保険業界に参入可能。

が政府認可を受け設立活動中。
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アメリカの経済制裁アメリカの経済制裁

■■■■■■■■ 経済制裁経済制裁経済制裁経済制裁のののの現状現状現状現状経済制裁経済制裁経済制裁経済制裁のののの現状現状現状現状

アメリカは1997年にミャンマーに対する新規投資を

禁止し、多くの米欧系企業が撤退を余儀無くされた。

2003年には、アウン・サン・スー・チー氏が再び拘束

されたことを受け、アメリカは対ミャンマー制裁法を

新たに制定（ミャンマー製品の輸入全面禁止、

ミャンマーへのドル送金禁止、軍事政権高官のビザ

発給中止や資産凍結などを含む）し、ミャンマーから

アメリカへの輸出の８割を占めていた縫製品産業等へ

の打撃となり、同国経済の鈍化を招くこととなる。

2004年には、EUもミャンマーの民主化状況に進展が

見られないとして、ミャンマー国営企業への借款の

禁止等を含む制裁措置の強化を決定した。

2007年には、僧侶等の大規模反政府運動に対する

軍政の武力鎮圧などを受けて、米国、EUが資産凍結

などの追加的制裁措置を発表し、豪州やカナダな

ども制裁に同調した。

2010年11月に20年ぶりに総選挙が実施され、テイン・

セイン大統領による新政府が発足し、民主化

勢力との対話や改革、開放路線を通じた経済成長に

大きく舵を切り始めたことに伴い、2011年12月にアメリ

カのクリントン国務長官が電撃的訪問し、ミャンマーへ

の大使派遣や世界銀行／IMFの支援容認等を表明。

現在、米国の対ミャンマー制裁は５つの法律と４つの

大統領命令から成る。外交関係の改善は行政レベル

で可能だが、大部分の制裁は法律に基づいているた

め、解除には米上下両院の承認手続きが必要となる。

米議会による制裁解除は「米大統領選後の2013年以

降」との見方が2011年末までは大勢だったが、2012年

１月には制裁を主導してきた共和党上院トップのマコ

ネル米上院院内総務などの現地視察が相次ぎ、議員

の認識も変化しつつある。

22222222年年年年ぶりにぶりにぶりにぶりに、、、、駐駐駐駐ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー米大使米大使米大使米大使にににに、、、、政府政府政府政府ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー

担当特別代表担当特別代表担当特別代表担当特別代表・・・・政策調整官政策調整官政策調整官政策調整官ののののデレクデレクデレクデレク・・・・ミッチェルミッチェルミッチェルミッチェル氏氏氏氏がががが

正式指名正式指名正式指名正式指名。（。（。（。（2012201220122012年年年年5555月月月月））））

ASEANASEANASEANASEANもももも2014201420142014年年年年ののののミャンマーミャンマーミャンマーミャンマーのののの議長国就任議長国就任議長国就任議長国就任

をををを控控控控ええええ、、、、同国同国同国同国のののの早期早期早期早期のののの国際社会復帰国際社会復帰国際社会復帰国際社会復帰をををを支援表明支援表明支援表明支援表明。。。。

EUEUEUEUやややや豪州豪州豪州豪州はははは段階的段階的段階的段階的なななな経済制裁緩和経済制裁緩和経済制裁緩和経済制裁緩和のののの

方針発表方針発表方針発表方針発表。（。（。（。（2012201220122012年年年年1111月月月月））））
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アメリカアメリカアメリカアメリカのののの対対対対ミャンマーミャンマーミャンマーミャンマー制裁制裁制裁制裁はははは、、、、５５５５つのつのつのつの法律法律法律法律とととと４４４４つのつのつのつの大統領命令大統領命令大統領命令大統領命令からからからから成成成成るるるる。。。。

外交関係外交関係外交関係外交関係のののの改善改善改善改善はははは行政行政行政行政レベルレベルレベルレベルでででで可能可能可能可能だがだがだがだが、、、、大部分大部分大部分大部分のののの制裁制裁制裁制裁はははは法律法律法律法律にににに

基基基基づいているためづいているためづいているためづいているため、、、、解除解除解除解除にはにはにはには米上下両院米上下両院米上下両院米上下両院のののの承認手続承認手続承認手続承認手続きがきがきがきが必要必要必要必要。。。。

民主化・改革のメルクマール（判断基準）民主化・改革のメルクマール（判断基準）

■■■■■■■■ ４４４４つのつのつのつのメルクマールメルクマールメルクマールメルクマール４４４４つのつのつのつのメルクマールメルクマールメルクマールメルクマール【【【【【【【【判断基準判断基準判断基準判断基準判断基準判断基準判断基準判断基準】】】】】】】】

すべてのすべてのすべてのすべての政治犯政治犯政治犯政治犯のののの無条件釈放無条件釈放無条件釈放無条件釈放

「「「「深刻深刻深刻深刻なななな罪罪罪罪をををを犯犯犯犯したしたしたした刑事犯以外刑事犯以外刑事犯以外刑事犯以外のののの

すべてのすべてのすべてのすべての政治犯政治犯政治犯政治犯をををを釈放釈放釈放釈放」」」」

テインテインテインテイン・・・・セインセインセインセイン政権政権政権政権（（（（2012201220122012年年年年1111月月月月））））

少数民族少数民族少数民族少数民族とのとのとのとの和解和解和解和解

「「「「政府政府政府政府とととと衝突衝突衝突衝突していたしていたしていたしていた11111111のののの少数少数少数少数

民族武装勢力民族武装勢力民族武装勢力民族武装勢力のうちのうちのうちのうち６６６６勢力勢力勢力勢力とのとのとのとの

停戦停戦停戦停戦にににに合意合意合意合意」」」」

テインテインテインテイン・・・・セインセインセインセイン政権政権政権政権（（（（2012201220122012年年年年1111月月月月））））

2012201220122012年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日のののの国会補欠選挙後国会補欠選挙後国会補欠選挙後国会補欠選挙後のののの

アウンアウンアウンアウン・・・・サンサンサンサン・・・・スースースースー・・・・チーチーチーチー氏氏氏氏のののの処遇処遇処遇処遇

北朝鮮北朝鮮北朝鮮北朝鮮とのとのとのとのミサイルミサイルミサイルミサイル協力協力協力協力などなどなどなど

不透明不透明不透明不透明なななな軍事関係断絶軍事関係断絶軍事関係断絶軍事関係断絶

国民民主連盟国民民主連盟国民民主連盟国民民主連盟（ＮＬＤ）（ＮＬＤ）（ＮＬＤ）（ＮＬＤ）党首党首党首党首としてとしてとしてとして

下院議員当選下院議員当選下院議員当選下院議員当選（（（（2012201220122012年年年年4444月月月月））））

「「「「法法法法のののの支配支配支配支配」」」」やややや「「「「平和安定平和安定平和安定平和安定」」」」にににに関関関関するするするする下院下院下院下院

委員会委員長委員会委員長委員会委員長委員会委員長にににに指名指名指名指名。（。（。（。（2012201220122012年年年年7777月月月月））））

李明博大統領李明博大統領李明博大統領李明博大統領（（（（韓国韓国韓国韓国））））とのとのとのとの会談会談会談会談でででで、、、、

「「「「北朝鮮北朝鮮北朝鮮北朝鮮からからからから武器武器武器武器をををを輸入輸入輸入輸入していたがしていたがしていたがしていたが

今後今後今後今後はははは取引取引取引取引はしないはしないはしないはしない」」」」とととと意向表明意向表明意向表明意向表明。。。。

テインテインテインテイン・・・・セインセインセインセイン大統領大統領大統領大統領（（（（2012201220122012年年年年5555月月月月））））

経済制裁解経済制裁解経済制裁解経済制裁解経済制裁解経済制裁解経済制裁解経済制裁解

除除除除のののの見通見通見通見通しししし除除除除のののの見通見通見通見通しししし

１１１１１１１１

２２２２２２２２

３３３３３３３３

４４４４４４４４
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豊富な埋蔵量の資源

・・・・1990199019901990年代後半年代後半年代後半年代後半まではまではまではまでは国営石油会社国営石油会社国営石油会社国営石油会社MOGEMOGEMOGEMOGEによってによってによってによって陸域陸域陸域陸域でででで1111万万万万bdbdbdbd程度程度程度程度がががが生産生産生産生産されるにされるにされるにされるに

止止止止まっていたがまっていたがまっていたがまっていたが、、、、1998199819981998年年年年ににににYadanaYadanaYadanaYadanaガスガスガスガス田田田田（（（（2027202720272027年年年年までまでまでまで）、）、）、）、2000200020002000年年年年ににににYetagunYetagunYetagunYetagun（（（（2029202920292029年年年年まままま

でででで））））ガスガスガスガス田田田田からからからから、、、、共共共共にににに30303030年間年間年間年間のののの長期売買契約長期売買契約長期売買契約長期売買契約にににに基基基基づいてづいてづいてづいて隣国隣国隣国隣国ののののタイタイタイタイPTTPTTPTTPTTへのへのへのへのガスガスガスガス輸出輸出輸出輸出

（（（（パイプラインパイプラインパイプラインパイプライン））））がががが開始開始開始開始されされされされ、、、、輸出金額輸出金額輸出金額輸出金額のののの４４４４割近割近割近割近くをくをくをくを占占占占めるめるめるめる。。。。

錫（Sn）錫（Sn）

ニッケル(Ni）ニッケル(Ni）

鉄鉱石鉄鉱石

天然ガス天然ガス

天然資源の宝庫天然資源の宝庫天然資源の宝庫

鉱物資源の状況鉱物資源の状況

■■■■■■■■ 鉱物資源鉱物資源鉱物資源鉱物資源鉱物資源鉱物資源鉱物資源鉱物資源

MMcfd

既設天然既設天然既設天然既設天然ガスパイプラインガスパイプラインガスパイプラインガスパイプライン
YetagunYetagunYetagunYetagun＊＊＊＊

YadanaYadanaYadanaYadana＊＊＊＊

2013年完成年完成年完成年完成 天然天然天然天然ガスパイプラインガスパイプラインガスパイプラインガスパイプライン

SSSSｃｃｃｃhwehwehwehwe

■ 経済制裁に伴う外資の判断 【「アメリカの経済制裁」（P.）に関連】

＊＊＊＊Yetagunガス田オペレーターのTexaco（当時）は経済制裁に伴い

事業権益売却後ミャンマーから撤退。Unocal買収によりYadana

ガス田資産を継承したChevronは 「事業撤退は軍事政権協力者

に権益を譲ることになり、ミャンマー国民の不利益になる」との

議論展開し、Yadana事業継続。同じくYadana事業オペレーターの

Totalは事業継続。

天然天然天然天然ガスガスガスガス生産生産生産生産のののの見通見通見通見通しししし
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出所：出所：MOGE、Myanmar OGP会議データを

基にブルーチップ・コンサルティングが作成。
Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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ティラワ経済特区ティラワ経済特区

■■■■■■■■ ティラワティラワティラワティラワ経済特区経済特区経済特区経済特区のののの概要概要概要概要ティラワティラワティラワティラワ経済特区経済特区経済特区経済特区のののの概要概要概要概要

・ ティラワ経済特区はヤンゴンから南へ約24キロのヤンゴン川沿いに計画されており、

総面積は2,400ヘクタールに上る。開発では、上下水道、道路などの整備にとどまらず、

光ケーブルなどの情報通信網を張り巡らし、太陽光発電などを組み込んだ次世代電力

網（スマートグリッド）を整備する計画だ。ハイテク関連など先端技術を持った日本企業を

誘致する他、ミャンマーの幹部候補生を育成する研修施設を設け、大学など教育・研究

機関も誘致し、東南アジアでも最先端の「スマートシティー」として開発される。

SEZSEZSEZSEZSEZSEZSEZSEZ

・外洋からヤンゴン川を32km遡った所に位置する河川港湾 （水深-

9m）であり、ミャンマー国内の輸出入貨物の9割以上を扱う。

・但し、土地の制約上、拡張は困難、かつ2回潮待ちが必要。

・ティラワ港はヤンゴン市街地から16km下流に位置する河川港。

（水深：10m）、潮待ち1回

・全37バース中、10バースを供用、17バースを建設中。

ＪＩＣＡがティラワ港開発Ｆ/Ｓ調査を実施中。

・ティラワ港湾後背地は経済特区(SEZ)に指定され、日緬首脳会談

（2012年4月）で、マスタープラン策定に協力する旨のＭＯＩを締結し、

2012年7月、日本企業の受注が内定した（上記、SEZ参照）。

・ミャンマー最大都市ヤンゴン近郊で計画中のティラワ経済特区

（SEZ）開発について、日本の企業連合が受注する見通しとなった。

（2012年7月）

Copyright 2012. All  rights reserved by Blue Chip Consulting Co.,Ltd.
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ミャンマーとの国際空路ミャンマーとの国際空路
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バンコクバンコクバンコクバンコク：：：：タイタイタイタイ

ホーチミンホーチミンホーチミンホーチミン：：：：ベトナムベトナムベトナムベトナム

クアラルンプールクアラルンプールクアラルンプールクアラルンプール：：：：マレーシアマレーシアマレーシアマレーシア

シンガポールシンガポールシンガポールシンガポール：：：：シンガポールシンガポールシンガポールシンガポール

成田成田成田成田：：：：日本日本日本日本【【【【2012201220122012年秋開設年秋開設年秋開設年秋開設】】】】

ソウルソウルソウルソウル：：：：韓国韓国韓国韓国【【【【2012201220122012年秋開設年秋開設年秋開設年秋開設】】】】

ママママニニニニララララ：：：：フフフフィリピンィリピンィリピンィリピン【【【【2012201220122012年秋開設年秋開設年秋開設年秋開設】】】】
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